
古賀市監査委員告示第１号 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７５条第１項の規定に基づく古賀

市事務監査請求書を受理したので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６

号）第９９条において準用する同令第９８条第１項の規定により、請求代表者

の住所、氏名及び請求の要旨を次のとおり告示する。 

 

令和７年１月２１日 

古賀市監査委員  大 西   宗 

古賀市監査委員  結 城 弘 明 

 

１ 請求代表者の住所及び氏名 

   ██████████████████████████████    ████████████ 

 

２ 請求の要旨 

①令和４年１１月２５日付の古賀市職員の処分にて、「令和４年１１月２日、業

務終了後に飲酒し、市職員に対して暴行を加え傷害した。」と古賀市が公表。 

その後、詳細説明を求めたが、以下理由で拒否された経緯があります。 

・プライバシーの侵害や２次被害の恐れがある 

ところが、その後、令和４年１１月２６日の毎日新聞に詳細記事が記載され

ていることが判明。 

すでに公表されている事実がありながら、嘘をつき、マスコミと市民を差別

した不公平な対応を行いました。 

これは憲法２１条「知る権利」、憲法１４条「平等原則」に違反すると考えら

れ、不正の全容解明のため、監査を要望いたします。 



また、この事件に関し、情報開示、不服申し立てを行いましたが、ほとんど

情報が開示されませんでした。 

古賀市職員懲戒等審査委員会実施報告書以外の委員に配布又は閲覧させた事

案資料や懲戒処分の対象事案に関する聴取書及び報告書など情報開示可能と

思われる資料が他に存在しないのか監査を要望いたします。 

②西鉄宮地岳線跡地の活用について、２０１９年２月から「合意のとれた行政

区から工事を始める」方針であり、古賀市は「住民との合意を得て、詳細設

計・着工へと進んだ」と繰り返し説明してきたが、合意文書がない。市長が

令和５年古賀市議会第４回定例会において存在すると回答したが、情報開示

請求に一旦文書不存在と回答する等、対応が杜撰で古賀市情報開示条例に反

する。 

 近隣住民の道路工事への反対意見は多く、合意の根拠が不明確であり、古賀

市まちづくり基本条例第９条の情報共有、１１条の共働に反しており、適正

な手順で工事が着工されたのか監査を要望いたします。 

 また古賀南区の道路工事に関し、令和６年１０月１日に住民が審査請求を提

出したが、裁決が出るまでの期間も工事が継続され、この対応も適切であっ

たのか監査を要望いたします。 

③快生館のワークスペース事業の収支について、令和６年８月７日に情報開示

請求を行ったところ、２０２４年度分を含めて、売上、経費を抽出した結果、

約２億円の赤字という結果でした。 

 しかし、令和６年古賀市議会第３回定例会の秋吉市議の一般質問では２０２

４年までの予算を含め、約３．７億円の赤字という説明がありました。 

 情報開示請求が正しく開示されたのか、経費の詳細、また雇用創生と言いな

がら、運営委託会社が古賀市の会社ではないため、適正に選定されたのか監

査を要望いたします。 


